
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

43号に掲載したように、マスコミでも「高校無償化」が大きく取り上げられています。2月3日朝日新聞では、3面でも取り上げ、直接助成の仕組み

とともに、自治体間格差の実態が記されています。東京周辺3県における教室内にまで持ち込まれることになった「自治体間格差」の問題が事実で語られ

ています。「学ぶ権利」は基本的人権であり、国が責任もってそれを保障していくことを求める声をとどけましょう。 
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「自治体間格差解消」は

誰にでも届く要求 
 左は、推進ニュース43号掲載の

2月3日朝日新聞朝刊1面に続き

3面に掲載された記事です。 

 私学に通わせる経済的負担の問

題と同時に、自治体間格差の問題

を、事実で取り上げています。 

 同じ「日本」国内に生まれても、

生まれた自治体によって、私学の選

択権に差が出てくる問題として記

事は取り上げています。 

 独自補助のない自治体として「愛

媛」「和歌山」も取り上げています。 

「専任教員数」等の教育

条件について取り上げて

いない点は課題だが… 
 「教員の働き方改革」の問題等を

挙げ、財源問題として二律背反的に

取り上げている点は課題も残りま

す。教育予算を抜本的に増額ること

で解決していくべき点には触れて

いません。 

 しかし、それを踏まえた上で「教

育の無償化」は国民の要求であると

いうことが、現国会情勢と連動して

報じられている記事です。 

 「私学の無償化」は、国民・子ど

もたちの基本的人権であり、国の責

任で保障すべきものだということ

を、国会議員をはじめ市民・国民と

対話し、共通認識にしていく絶好の

情勢であることを現しています。 

2.19を大きな山場に 

 かねてお知らせしている日程で、

2月19日(水)に全国署名提出集会

を開催します。対話をとおして、全

会派250人を超える紹介議員を獲

得し、2月19日に全国署名を届け、

「私学の無償化」を大きく前進させ

ましょう!! 
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